
鳥取市青葉町２丁目２０６番３外

低層店舗兼事務所地

店舗、事業所のほか
住宅、マンション等
も混在する国道沿い
の商業地域

6

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北200 200 150 150 低層店舗兼事務所地

-

近商(90,200)
準防

全国的に新型コロナウイルス感染症拡大により、社会経済情勢全
般に大きな影響を及ぼしている。長期化により更に悪化する懸念
がある。

地域要因に特段の変動はない。

個別的要因に特段の変動はない。

　取引事例比較法は、同一需給圏内の信頼性の高い事例により比準したもので規範性の高い価格が求められたと思料する。
収益還元法は、感染症拡大による影響の見極めが難しく、試算過程に想定要素、不確実性が含まれ収益価格の信頼性は低く
参考に留めた。対象基準地の属する地域及び周辺地域の市場特性の推移・動向を踏まえ、指定基準地との均衡に留意して比
準価格をもって鑑定評価額を決定した。

［

［

店舗
Ｓ２

　鳥取市中心部に近い路線商業地域で、近隣で公民館・保育所の新築が行われ、今後地域要因の変化が予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 71,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅
北 2.6km

鳥取
2.6km

(8)

南西14m国道

近商
(80,200)
準防

（その他）　　　　
(90,200)

国道沿いの路線商業地域 １４ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

262

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

70,500 円／㎡

39,600 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.7％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ台形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

70,600

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

鳥取（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+5.0

-20.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

60,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

84.0 ］

98.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 6月 26日 正常価格

令和 2年 7月 10日令和 2年 7月 1日

18,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 70,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

56,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は、鳥取市内の幹線道路沿い商業地域一円と判定した。典型的な需要者は、一定の資本力を有する法人が主で
あると思料する。近隣で公民館の整備、新規店舗の進出があったが、需要の大きな変化はない。路線商業地域の需要は回復
傾向であったが、新型コロナウイルス感染症拡大の悪影響の懸念がある。需要の中心となる価格帯は、業種業態により取引
規模等が異なるため把握が難しいが、１，５００～２，０００万円程度と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

1 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

印氏名



87,239

60,100

65,736

62,644

53,871

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

台形

ほぼ長
方形

ほぼ整
形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

商業
(90,400)
準防

１住居
(70,200)
準防

準工
(60,200)

１住居
(60,200)
準防

近商
(100,200)
準防

更地

更地

更地

建付
地

更地

北西12m市道
中間画地

南西20m県道
中間画地

南東15m国道
中間画地

北西10m市道
中間画地

南西15m国道､
南東7m､北東4m
三方路

81,411 71,60071,625

60,646 70,70070,706

63,208 66,50066,534

62,644 73,40073,440

55,487 67,30067,339

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

/

/

100

/

121.8

85.0

98.8

85.3

80.0

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
８１

29-

（ ）

２０７１
０１

17-

（ ）

２０７０
３３

48-

（ ）

２０７０
８３

54-

（ ）

２０７１
０１

14-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

92.2［

10098.8［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10099.1［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

95.0［

10098.8［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

103.0［

100100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

+13.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.15

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-7.8

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.00.0 交通･接近 +10.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -15.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-5.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -5.00.0 交通･接近 +4.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 -13.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -20.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 70,500

鳥取（県） 1－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

3,456,923

-

③純収益

⑧収益価格 10,385,255 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

39,600( 円／㎡)

％

0.9689 5.5 0.0 )(

5.54,269,822 812,899 589,5232,867,400 571,189

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 1－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地であり再調達原価の把握が困難なため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



1－ 宅地-45鳥取（県）

)

２０７０８（収
）

２０７０８（収
） －

－

2

－1

近商
準防

95.0

115.0

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1

2

1

2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
14.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

店舗兼事務所

262

208.00104.00

フロア貸し、１階店舗、２階事務所 100.0 外階段のため

90 200 200

104.00 100.0 104.00
616,2003.0

1,975 205,400
～

208.00 208.00 369,720
1,109,160

4,436,640369,720

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

10,6481,109,160

3

0

4,269,822 16,297

％

＝×

11.0 22.5

２

⑤公法上の規制等

国道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

1,955

2,075

100

100

( )

1,971

1,980

1,975

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,897

100

100 100

100

100 100

80.0

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

104.00 100.0 104.00
492,9603.0

1,580 164,320
～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

1,697(

1,745

Ｓ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

店舗

事務所

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 208.00 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金により担保されているため計上しない。 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

177,466

4.04,436,640

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円4,259,174

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0％×

＝0.3400円× 96.0％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 148,800

円

円

円

円

円

円

円

177,000

133,099

283,200

35,400

35,400

0

％50.0

0.5×35,400,000

3.0×4,436,640

査定額

35,400,000 × 16.00× ／ 1000

35,400,000

0.10

× 0.10

35,400,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.5

40

30

0.0

35

15

0.5 年 0.9689

円2,867,400

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

3,456,923

2,867,400

589,523

571,189

2,180

4,269,822

812,899

(

(経費率 円/㎡)

39,600

19.03,103

208.00170,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

812,899

35,400,000

0.0810

10,944

5.5

10,385,255

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

1－ 宅地-55鳥取（県）

％ 年30 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0650 40 0.0996 30％＋

仕上部分

×0.0837 30



鳥取市末広温泉町６０６番

低層店舗兼事務所地

低層の店舗、事務所
のほか、病院も見ら
れる商業地域

6

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 50 50 50 低層店舗兼事務所地

-

商業(90,400)
準防

コロナウイルス感染が国内及び国際的に大きな影響を与え、終息
は見通せない。短期間で不動産市場の混乱の程度は充分に把握で
きない。

旧市街地の商業地域で需要は減衰化が続いている。

個別的要因に変動はない。

比準価格は事情補正を含まず比較可能な取引事例を補修正し求めた価格で、市場性を反映している。収益価格は賃貸用不動
産を想定し求めた価格で、理論的で収益性を反映しているが開差を生じた。対象基準地は低層の店舗、事務所のほか病院も
見られる商業地域に所在し、市場の実態を反映した比準価格を採用し、コロナウイルスの影響で賃貸市場は不透明で、収益
価格は参考にとどめ、指定基準地との価格均衡にも考慮し鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

事務所
Ｓ２

料飲街に隣接した商業地域であるが、新規立地店舗は限定的で、不動産需要は郊外の地域へ流出が続いており、格別の変動
要因は見あたらないが、コロナウイルスの影響で減衰化が続くものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 74,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅
東 600m

鳥取
600m

(8)

北東18m県道

商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
(90,400)

総合病院があり、交通量が
やや増加傾向にある。

１８ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

297

( )

⑨法令上の規制等

1:4

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 35.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

72,000 円／㎡

37,300 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.4％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

72,600

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

鳥取（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-5.0

-14.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

60,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

81.7 ］

98.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 7月 1日 正常価格

令和 2年 7月 17日令和 2年 7月 1日

21,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 72,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

60,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は鳥取市の圏域。需要者の中心は鳥取市内の法人や個人である。大部分が地場資本で県外資本によるものはきわ
めて少ない。近年における市場の需給動向は、新規資本の投入は少なく旧市街地から郊外への商業地図の変遷等により営業
不振などから供給圧力が強い一方で、需要は総じて低く、店舗の閉鎖も見られ、需要は減退が続いている。取引規模等が多
様であるため、需要の中心となる価格帯は見出せない。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

2 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

印氏名



84,446

83,743

73,722

78,943

81,594

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

不整形

長方形

長方形

長方形

不整形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

商業
(80,360)
準防

商業
(90,400)
準防

商業
(80,330)
準防

商業
(80,400)
準防

１住居
(80,200)
準防

更地

建付
地

更地

更地

更地

北西6m市道､北
東6m
二方路

北東8m市道､南
東6m
角地

北西5.5m市道
中間画地

北東8m市道
中間画地

西18m県道､北
西6m
角地

80,536 74,10074,075

89,602 70,80070,849

75,690 71,60071,644

81,050 72,80072,826

77,572 75,70075,690

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

100

/

/

/

114.0

118.2

102.9

108.4

107.8

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
３３

43-

（ ）

２０７０
３３

44-

（ ）

２０７０
３３

46-

（ ）

２０７０
３３

47-

（ ）

２０７０
３１

82-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

92.7［

10097.2［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

104.0［

10097.2［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10097.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10097.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

94.5［

10099.4［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

+20.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.20

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-7.3

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-5.00.0 交通･接近 0.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

+4.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.5 +20.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-6.5 +10.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.5 +10.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

-5.5

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 -2.0 0.0

0.0 +10.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 72,000

鳥取（県） 2－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

10,186,027

-

③純収益

⑧収益価格 11,063,545 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

37,300( 円／㎡)

％

0.9689 5.5 0.0 )(

5.512,517,421 2,331,394 628,0279,558,000 608,495

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 2－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成市街地により再調達原価の把握が困難なため適用しない。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



2－ 宅地-45鳥取（県）

)

２０７０８（収
）

２０７０５（収
） －

－

9

－2

商業
準防

100

100

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1

2

3

1

2

3

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
18.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

店舗兼事務所

297

712.80237.60

フロア貸し　店舗・事務所を想定 88.3 査定

90 400 400

237.60 85.0 201.96
1,269,3183.0

2,095 423,106
～

712.80 629.64 1,083,872
3,251,616

13,006,4641,083,872

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

31,2163,251,616

3

0

12,517,421 42,146

％

＝×

8.5 35.0

３

⑤公法上の規制等

県道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

1,697

2,072

100

100

( )

1,745

2,100

2,095

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

10080.0

95.0

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

2,179

100

100 100

100

100 100

100

100

95.0

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

88.3

237.60 90.0 213.84
1,052,0943.0

1,640 350,698
～

237.60 90.0 213.84
930,2043.0

1,450 310,068
～

～

～

ｍ

100 100100

( )

2,222(

2,294

Ｓ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

店舗

事務所

事務所

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 629.64 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金等により担保されており計上せず。 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

520,259

4.013,006,464

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円12,486,205

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％96.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0％×

＝0.3400円× 96.0％×

1.00

円

円× 4.0 ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 171,200

円

円

円

円

円

円

円

590,000

390,194

944,000

118,000

118,000

0

％50.0

0.5×118,000,000

3.0×13,006,464

査定額

118,000,000 × 16.00× ／ 1000

118,000,000

0.10

× 0.10

118,000,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.5

40

30

0.0

35

15

0.5 年 0.9689

円9,558,000

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

10,186,027

9,558,000

628,027

608,495

2,049

12,517,421

2,331,394

(

(経費率 円/㎡)

37,300

18.67,850

712.80165,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

2,331,394

118,000,000

0.0810

32,182

5.5

11,063,545

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

2－ 宅地-55鳥取（県）

％ 年30 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0650 40 0.0996 30％＋

仕上部分

×0.0837 30



鳥取市扇町１２８番１外

中層店舗兼事務所地

中層の事務所ビル、
店舗等が建ち並ぶ商
業地域

4

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 100 100 中層店舗兼事務所地

-

商業(80,400)

新型コロナウィルスの影響により、商業地域の不動産市場は不安
定・不確実な状況にあり、今後の動向に留意する必要がある。

比較的安定しているが、周辺商業地の影響もあり、需給は弱含み
である。

個別的要因に特段の変動はない。

対象基準地は鳥取駅近くの商業地域に所在し、類似地域の取引事例から求められた比準価格の規範性は高い。賃貸市場は新
型コロナウィルスの影響により不安定・不確実であり、将来予測の困難性が非常に大きいため、収益価格の規範性は低いと
いわざるをえない。また、既成宅地のため積算価格の試算はできない。したがって、比準価格の試算過程を再吟味した結果、
これを妥当と判断し、鑑定評価額を標記のとおり決定した。

［

［

店舗
Ｗ２

中心市街地の空洞化の影響を受けて衰退傾向にある商店街に比べ、事務所ビルを中心とする鳥取市役所新庁舎に近い商業地
域として安定的であり、概ね現状の環境を維持して推移していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 95,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅
南 250m

鳥取
250m

(8)

南東17.5m県道

商業
(80,400)

（その他）　　　　

中層事務所ビルを中心とす
る商業地域

１７．５ｍ　県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

613

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 30.0  ｍ、　規模 600  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

93,000 円／㎡

41,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.1％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

94,100

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

鳥取（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

0.0

-5.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

93,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

96.9 ］

97.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 7月 1日 正常価格

令和 2年 7月 15日令和 2年 7月 1日

57,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 93,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

78,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏を、鳥取駅を中心とする商業地域の圏域と判定した。その中でも、鳥取駅の南側で鳥取駅から徒歩圏内の商業地
域との関連が強い。中層事務所ビルが多く、業務商業地域として安定しており、主たる需要者は事務所ビルの所有を目的と
する県内外の事業者が想定される。中心市街地空洞化の影響を受け、市場は弱含みにて推移している。需要の中心となる価
格帯は土地単価で１０万円／㎡前後となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 3－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

3 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

印氏名



87,239

91,108

130,608

74,166

83,743

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

長方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

商業
(90,400)
準防

商業
(100,500)
防火

商業
(100,600)
防火

商業
(90,400)

商業
(90,400)
準防

更地

建付
地

建付
地

更地

建付
地

北西12m市道
中間画地

北西22m国道
中間画地

東27m市道､南
8m
角地

東18m国道､北
8m
角地

北東8m市道､南
東6m
角地

81,411 94,60094,619

92,215 94,00094,023

137,689 92,10092,107

80,200 92,70092,708

89,602 91,80091,823

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

100

100

/

100

92.2

96.9

141.8

80.0

91.2

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
８１

29-

（ ）

２０７１
０１

58-

（ ）

２０７１
０１

85-

（ ）

２０７１
０３

7-

（ ）

２０７０
３３

44-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

92.2［

10098.8［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10098.8［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

105.0［

10099.6［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

105.0［

10097.1［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

104.0［

10097.2［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

-5.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.15

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-7.8

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.00.0 交通･接近 -1.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.0 -5.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

+5.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+5.0 +35.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

+5.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -20.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

+4.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-5.0 -4.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 93,000

鳥取（県） 3－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

30,036,111

-

③純収益

⑧収益価格 25,422,364 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

41,500( 円／㎡)

％

0.9689 5.5 0.0 )(

5.536,948,884 6,912,773 1,443,11128,593,000 1,398,230

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 3－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地であり、再調達原価の把握が困難であるため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



3－ 宅地-45鳥取（県）

)

２０７０５（収
）

２０７１０（収
） －

－

2

－6

商業

100

120.0

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1

2

3

4

1

2

3

4

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
17.5

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

店舗兼事務所

613

1,961.60490.40

１階店舗、２階以上事務所の部分貸し 80.0 査定による

80 400 400

490.40 80.0 392.32
2,889,4383.0

2,455 963,146
～

1,961.60 1,569.28 3,199,370
9,598,110

38,392,4403,199,370

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

92,1429,598,110

3

0

36,948,884 60,276

％

＝×

18.0 35.0

４

⑤公法上の規制等

県道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

2,021

2,583

100

100

( )

2,086

2,461

2,455

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

85.0

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

95.0100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

2,338

100

100 100

97.0

100 100

100

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

80.0

490.40 80.0 392.32
2,471,6163.0

2,100 823,872
～

490.40 80.0 392.32
2,118,5283.0

1,800 706,176
～

490.40 80.0 392.32
2,118,5283.0

1,800 706,176
～

～

ｍ

100 100100

( )

2,717(

2,722

Ｓ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

店舗

事務所

事務所

事務所

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 1,569.28 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金により担保されているため計上しない 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

1,535,698

4.038,392,440

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円36,856,742

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0 ％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0 ％×

＝0.3400円× 96.0 ％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 466,000

円

円

円

円

円

円

円

1,765,000

1,151,773

2,824,000

353,000

353,000

0

％50.0

0.5×353,000,000

3.0×38,392,440

査定額

353,000,000 × 16.00× ／ 1000

353,000,000

0.10

× 0.10

353,000,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.5

40

30

0.0

35

15

0.5 年 0.9689

円28,593,000

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

30,036,111

28,593,000

1,443,111

1,398,230

2,281

36,948,884

6,912,773

(

(経費率 円/㎡)

41,500

18.711,277

1,961.60180,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

6,912,773

353,000,000

0.0810

46,644

5.5

25,422,364

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

3－ 宅地-55鳥取（県）

％ 年30 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0650 40 0.0996 30％＋

仕上部分

×0.0837 30



鳥取市末広温泉町１２９番

低層店舗・事務所地

小売店舗が建ち並ぶ
市街地中心部の商業
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 50 50 低層店舗・事務所地

-

商業(94,440)
防火

コロナの影響により、飲食店のみならず、物品販売店でも人出の
減少により、影響を受けている。

郊外型大型店に客足を奪われ、需要は減退傾向にある。

特になし。

自用目的での取引が主で、近接した地域等において信頼性のある取引事例が収集できた。一方標準地は、自用店舗での営業
が中心であるため、賃貸物件は少なく、収益物件はテナントビル等に限定されることから、賃貸市場の成熟度は低い方であ
る。その上、現況コロナの影響により、賃料に対する減額要請が強く、試算した収益価格に対する信頼性が低いと判断され
る。従って、比準価格を標準とし、収益価格を参考程度に留め、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗兼住宅
ＲＣ２

郊外型大型店舗の影響を受け、衰退傾向にあるものと考えられる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 93,500円／㎡

公示価格 92,000円／㎡

標準地番号 鳥取 4-5

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅
北東 400m

鳥取
400m

(8)

北西22m国道

商業
(80,500)
防火

（その他）　　　　
(94,440)

旧市街地に存するアーケー
ド商店街

２２ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

163

( )

⑨法令上の規制等

1:5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

6.0  ｍ、　奥行　約 27.0  ｍ、　規模 160  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

91,000 円／㎡

48,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.7 -1.1％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 6月 18日 正常価格

令和 2年 7月 9日令和 2年 7月 1日

14,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 91,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

76,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、旧鳥取市市街地の商業地域が存する圏域。需要者の中心は小売業・飲食業等の法人若しくは個人事業者であ
るが、郊外型大型店舗に客足を取られている上に、後継者不足により、シャッターを閉めている店舗が増えつつある。その
ため、店舗数は減少しており、ジリ貧傾向が続いている。取引については、面積がまちまちであり、中心となる価格帯を見
いだすのが困難な状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 4－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

4 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

印氏名



91,108

63,402

88,612

89,480

81,937

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ整
形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

商業
(100,500)
防火

商業
(90,400)
準防

商業
(80,400)

商業
(80,500)
防火

商業
(90,500)
防火

建付
地

更地

建付
地

建付
地

底地

北西22m国道
中間画地

北西15m県道
中間画地

北東23m県道､
南西5m
二方路

南西18m県道
中間画地

北東18m県道､
北西6m
角地

92,215 91,10091,108

57,291 89,80089,805

95,117 91,40091,353

81,783 91,30091,306

85,716 91,00091,041

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

100

/

100

85.0

100

100

70.6

97.0

98.0

90.0

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７１
０１

58-

（ ）

２０７０
８１

50-

（ ）

２０７０
５３

9-

（ ）

２０７０
５３

10-

（ ）

２０７０
５３

12-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10098.8［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

90.0［

10099.6［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100.9［

10094.0［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10093.0［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

99.8［

10095.4［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

0.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.20

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 0.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.15

交通･接近街路

画地

％／月

-10.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-3.0 -25.00.0 交通･接近 -3.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

+0.9

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -3.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -2.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

-0.2

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -10.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 91,000

鳥取（県） 4－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

6,507,248

-

③純収益

⑧収益価格 7,900,018 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

48,500( 円／㎡)

％

0.9689 5.5 0.0 )(

5.57,997,197 1,489,949 448,4486,058,800 434,501

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 4－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地化しているため、再調達原価の把握が困難。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



4－ 宅地-45鳥取（県）

)

２０７０５（収
）

２０７０５（収
） －

－

5

－4

商業
防火

107.0

91.0

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1

2

3

1

2

3

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
22.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

店舗兼事務所

163

440.10146.70

フロア貸し 83.3 査定による

94 500 440

146.70 80.0 117.36
842,8803.0

2,394 280,960
～

440.10 366.76 692,470
2,077,410

8,309,640692,470

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

19,9432,077,410

3

0

7,997,197 49,063

％

＝×

5.7 28.5

３

⑤公法上の規制等

国道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

2,479

2,393

100

100

( )

2,560

2,400

2,394

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

2,473

100

100 100

100

100 100

105.0

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

83.3

146.70 85.0 124.70
673,3803.0

1,800 224,460
～

146.70 85.0 124.70
561,1503.0

1,500 187,050
～

～

～

ｍ

100 100100

( )

2,289(

2,363

Ｓ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

店舗

事務所

事務所

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 366.76 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金により担保されている 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

332,386

4.08,309,640

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円7,977,254

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0 ％×

＝0.3400円× 96.0 ％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 118,660

円

円

円

円

円

円

円

374,000

249,289

598,400

74,800

74,800

0

％50.0

0.5×74,800,000

3.0×8,309,640

査定額

74,800,000 × 16.00× ／ 1000

74,800,000

0.10

× 0.10

74,800,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.5

40

30

0.0

35

15

0.5 年 0.9689

円6,058,800

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

6,507,248

6,058,800

448,448

434,501

2,666

7,997,197

1,489,949

(

(経費率 円/㎡)

48,500

18.69,141

440.10170,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

1,489,949

74,800,000

0.0810

37,171

5.5

7,900,018

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

4－ 宅地-55鳥取（県）

％ 年30 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0650 40 0.0996 30％＋

仕上部分

×0.0837 30



鳥取市栄町６０９番

中層店舗・事業所地

中層の店舗ビルが建
ち並ぶ駅近くの商業
地域

4

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北0 20 20 30 中層店舗・事務所地

-

商業(80,600)
防火

コロナの影響により、飲食店のみならず、物品販売店でも人出の
減少により、影響を受けている。

駅前の商業地域であり、一時的に需要の回復の兆しが見られたが、
コロナの影響により、下火となりつつある。

特になし。

自用目的での取引が主で、近接した地域等において信頼性のある取引事例が収集できた。一方標準地は、自用店舗での営業
が中心であるため、賃貸物件は少なく、賃貸市場の成熟度は低い方である。その上、現在コロナの影響を受け、一時的に減
額している店舗もあり、正常な収益性を反映しているとは言い難い。従って、比準価格を標準とし、収益価格を参考程度に
留め、指定基準地との検討も踏まえた上で鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗兼事務所
Ｓ６

郊外型大型店舗の影響を受け、衰退傾向にあるものと考えられる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 120,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅
北東 200m

鳥取
200m

(8)

南東27m県道

商業
(80,600)
防火

（その他）　　　　

中層店舗・事務所ビル等が
建ち並ぶ駅前の商業地域

２７ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

272

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 275  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

117,000 円／㎡

52,800 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.5％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

117,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

鳥取（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-1.0

-21.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

93,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

78.2 ］

97.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 6月 18日 正常価格

令和 2年 7月 9日令和 2年 7月 1日

31,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 117,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

96,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、ＪＲ鳥取駅に近接した商業地域が存する圏域。需要者の中心は概ね小売業・飲食業等の地元個人・法人事業
者である。郊外型大型店舗に需要がシフトしているため、厳しい状況が続いていたことに加えて、最近におけるコロナの影
響により客足が一段と減少し、地価の下落幅も拡大傾向にある。取引については、面積がまちまちであり、中心となる価格
帯はを見いだすのが困難な状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 5－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

5 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

印氏名



130,608

112,683

87,309

138,848

113,941

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ長
方形

ほぼ整
形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

商業
(100,600)
防火

商業
(80,600)
防火

商業
(80,600)
防火

商業
(80,600)
防火

商業
(90,600)
防火

建付
地

建付
地

建付
地

建付
地

建付
地

東27m市道､南
8m
角地

東27m県道
中間画地

北18m国道
中間画地

西27m市道
中間画地

西27m市道､東
8m
二方路

137,689 133,000133,273

119,876 113,000112,683

96,685 103,000102,716

151,581 132,000132,236

103,768 109,000108,515

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

100

100

100

100

85.0

98.0

100

85.0

105.0

105.0

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７１
０１

85-

（ ）

２０７０
５３

11-

（ ）

２０７０
５３

13-

（ ）

２０７０
５３

14-

（ ）

２０７１
０３

8-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

105.0［

10099.6［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10094.0［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

99.0［

10089.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10091.6［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

105.0［

10098.0［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

-2.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.10

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

+5.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 0.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

-1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -15.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +5.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

+5.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +5.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 117,000

鳥取（県） 5－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

9,887,429

-

③純収益

⑧収益価格 14,364,891 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

52,800( 円／㎡)

％

0.9689 5.5 0.0 )(

5.512,202,393 2,314,964 815,4299,072,000 790,069

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 5－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地化しているため、再調達原価の把握が困難。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



5－ 宅地-45鳥取（県）

)

２０７０５（収
）

２０７１０（収
） －

－

2

－4

商業
防火

95.0

115.0

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1

2

3

1

2

3

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
27.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

店舗兼事務所

272

660.00220.00

フロア貸し 83.3 査定による

80 600 600

220.00 80.0 176.00
1,290,4323.0

2,444 430,144
～

660.00 550.00 1,056,594
3,169,782

12,679,1281,056,594

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

30,4303,169,782

3

0

12,202,393 44,862

％

＝×

10.5 26.0

３

⑤公法上の規制等

県道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

2,479

2,695

100

100

( )

2,560

2,450

2,444

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

2,367

100

100 100

100

100 100

100

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

83.3

220.00 85.0 187.00
1,009,8003.0

1,800 336,600
～

220.00 85.0 187.00
869,5503.0

1,550 289,850
～

～

～

ｍ

100 100100

( )

2,717(

2,722

Ｓ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

店舗

事務所　

事務所

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 550.00 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金により担保されている 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

507,165

4.012,679,128

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円12,171,963

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0 ％×

＝0.3400円× 96.0 ％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 254,590

円

円

円

円

円

円

円

560,000

380,374

896,000

112,000

112,000

0

％50.0

0.5×112,000,000

3.0×12,679,128

査定額

112,000,000 × 16.00× ／ 1000

112,000,000

0.10

× 0.10

112,000,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.5

40

30

0.0

35

15

0.5 年 0.9689

円9,072,000

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

9,887,429

9,072,000

815,429

790,069

2,905

12,202,393

2,314,964

(

(経費率 円/㎡)

52,800

19.08,511

660.00170,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

2,314,964

112,000,000

0.0810

33,353

5.5

14,364,891

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

5－ 宅地-55鳥取（県）

％ 年30 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0650 40 0.0996 30％＋

仕上部分

×0.0837 30



鳥取市瓦町６０５番

低層店舗兼事務所地

小規模店舗を中心と
した既成商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 50 50 100 低層店舗兼事務所地

-

商業(90,400)
準防

景気、消費は低調で、投資も減少傾向。鳥取市人口は減少傾向で、
地価は、一部横這い傾向も見られるが、コロナ関係で、概ね下落
傾向。

郊外の大規模複合商業施設への客足が強く、中心市街地店舗の繁
華性は低い。事務所需要も弱く、地価は下落傾向にある。

特にない

店舗等が建ち並ぶ鳥取駅近くの商業地域で、新規供給物件は少なく築年の古い収益物件が多く見られる。市場の実態を反映
した比準価格を重視して鑑定評価額を決定した。コロナの影響が一時的なものか、今後どの程度続くか不透明で、現状にお
いて適正な賃料水準の把握が困難であることから、収益価格は参考に止めた。

［

［

旅館
Ｓ４

郊外大型店舗の進出、担い手不足により商業地域としての色彩が薄らいでいる。鳥取市庁舎移転による鳥取駅北側商業地域
の動向に注視する必要がある。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 60,500円／㎡

公示価格 60,000円／㎡

標準地番号 鳥取 2-5

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅
北 500m

鳥取
500m

(8)

南東15m市道

商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
(90,400)

店舗・事務所のほか旅館が
見られる商業地域

１５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

165

( )

⑨法令上の規制等

1:4.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

6.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 120  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

59,000 円／㎡

24,900 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.5 -1.7％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 7月 1日 正常価格

令和 2年 7月 17日令和 2年 7月 1日

9,740,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 59,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

48,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、鳥取市中心部及びその周辺の既存商業地域及び住商混在地域と判定した。典型的な需要者は、個人、個人事
業者、法人等で県内の参入が大半と考えられる。鳥取駅、幹線道路との接近性は良好ながら、郊外大型店舗の進出、担い手
不足により衰退傾向で推移している。また、鳥取市庁舎移転に伴う顧客の動線の変化に注視が必要である。需要の中心とな
る価格帯は規模にもよるが、８００万円から１，０００万円程度が中心と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 6－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

6 鳥取県

所属分科会名

鳥取分科会

業者名

印氏名



48,224

59,043

66,893

71,757

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

長方形

ほぼ整
形

ほぼ長
方形

不整形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

商業
(90,360)
準防

商業
(100,400)
準防

商業
(100,485)
防火

商業
(80,400)
準防

建付
地

建付
地

建付
地

更地

南西6m市道
中間画地

北西15m市道､
南西8m
角地

南西10m市道
中間画地

北東15m県道
中間画地

32,800 58,60058,595

47,090 59,00059,043

46,784 62,70062,693

62,668 63,00063,000

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

70.0

80.0

90.0

/

82.3

100

106.7

113.9

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
７２

2-

（ ）

２０７１
０１

12-

（ ）

２０７０
８１

8-

（ ）

２０７０
８３

52-

（ ）

-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

96.0［

10098.8［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

97.9［

10098.2［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

76.0［

10097.8［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

85.5［

10097.9［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100

［

100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

-16.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.10

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-4.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.00.0 交通･接近 0.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

-2.1

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

-24.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 +10.00.0 交通･接近 -2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.15

交通･接近街路

画地

％／月

-14.5

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +15.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 59,000

鳥取（県） 6－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

3,440,489

-

③純収益

⑧収益価格 4,102,655 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

24,900( 円／㎡)

％

0.9689 5.5 0.0 )(

5.54,244,808 804,319 232,8893,207,600 225,646

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 6－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成市街地により再調達原価の把握が困難であるため原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



6－ 宅地-45鳥取（県）

)

２０７０５（収
）

２０７０５（収
） －

－

6

－4

商業
準防

125.0

110.0

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1

2

1

2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
15.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

店舗兼事務所

165

264.00132.00

フロア貸しで１階店舗、２階事務所 82.5 周辺地域の標準的な有効率を参考とした。

90 400 400

132.00 80.0 105.60
614,5923.0

1,940 204,864
～

264.00 217.80 367,554
1,102,662

4,410,648367,554

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

10,5861,102,662

3

0

4,244,808 25,726

％

＝×

6.0 27.0

２

⑤公法上の規制等

市道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

2,479

2,048

100

100

( )

2,560

1,945

1,940

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,896

100

100 100

100

100 100

100

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

82.5

132.00 85.0 112.20
488,0703.0

1,450 162,690
～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

2,021(

2,086

Ｓ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

店舗

事務所

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 217.80 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金により担保されているため計上しない。 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

176,426

4.04,410,648

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円4,234,222

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0％×

＝0.3400円× 96.0％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 78,000

円

円

円

円

円

円

円

198,000

132,319

316,800

39,600

39,600

0

％50.0

0.5×39,600,000

3.0×4,410,648

査定額

39,600,000 × 16.00× ／ 1000

39,600,000

0.10

× 0.10

39,600,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.5

40

30

0.0

35

15

0.5 年 0.9689

円3,207,600

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

3,440,489

3,207,600

232,889

225,646

1,368

4,244,808

804,319

(

(経費率 円/㎡)

24,900

18.94,875

264.00150,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

804,319

39,600,000

0.0810

19,440

5.5

4,102,655

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

6－ 宅地-55鳥取（県）

％ 年30 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0650 40 0.0996 30％＋

仕上部分

×0.0837 30



鳥取市湖山町北１丁目５５７番外

低層店舗兼事務所地

小売店舗が建ち並ぶ
県道沿いの商業地域

6

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北200 200 50 50 低層店舗兼事務所地

-

近商(90,200)
準防

コロナウイルス感染が国内及び国際的に大きな影響を与え、終息
は見通せない。短期間で不動産市場の混乱の程度は充分に把握で
きない。

郊外型の商業地域で、需要はやや減衰的である。

個別的要因に変動はない。

比準価格は事情補正を含まず比較可能な取引事例を補修正し求めた価格で、市場性を反映している。収益価格は賃貸用不動
産を想定し求めた価格で、理論的で収益性を反映しているが開差を生じた。対象基準地は小売店舗が建ち並ぶ県道沿いの商
業地域に所在し、市場の実態を反映した比準価格を採用し、コロナウイルスの影響で賃貸市場は不透明で、収益価格は参考
にとどめ、指定基準地との価格均衡にも考慮し鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｗ２

郊外の幹線道路沿いの商業地域で、道路改良事業により街並みが向上した地域であったが、コロナウイルスの影響で土地需
要は幾分陰りが見られ、地価は減衰的傾向が続くものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 67,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取大学駅
北東 500m

鳥取大学前
500m

(8)

北15m県道

近商
(80,200)
準防

（その他）　　　　
(90,200)

特にない １５ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

361

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

66,000 円／㎡

32,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.5％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

65,700

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

鳥取（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+5.0

-14.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

60,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

90.3 ］

98.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 7月 1日 正常価格

令和 2年 7月 17日令和 2年 7月 1日

23,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 66,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

54,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は鳥取市郊外の幹線道路沿いの商業地域。需要者の中心は鳥取市に地縁性をもつ中小規模の事業者が多い。市場
動向は、地価下落の長期化で適正な水準に近づきつつある。金融緩和で需要は回復基調にあったが転換し、地価はやや減衰
的である。土地取引では、規模により異なるが、総額２０００万円から２７００万円程度と見込まれる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 7－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

7 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

印氏名



62,484

63,176

76,308

65,736

77,047

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

台形

不整形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

近商
(80,200)
準防

１住居
(60,200)

工業
(60,200)

準工
(60,200)

準工
(60,200)

更地

更地

更地

更地

更地

北東10.5m県道
中間画地

北東30m国道
中間画地

北12m県道
中間画地

南東15m国道
中間画地

北東20m県道､
西5m
角地

63,500 65,80065,842

63,879 67,10067,137

78,184 66,00066,010

63,208 65,90065,868

63,763 73,70073,729

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

/

/

/

/

94.9

94.1

115.6

99.8

104.5

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
３３

51-

（ ）

２０７０
３３

49-

（ ）

２０７０
３３

50-

（ ）

２０７０
３３

48-

（ ）

２０７０
３１

54-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10098.4［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10098.9［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10097.6［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

95.0［

10098.8［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

81.6［

10098.6［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

-6.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.10

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 +1.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -5.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +18.00.0 交通･接近 -2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-5.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +4.00.0 交通･接近 -4.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

-18.4

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +10.00.0 交通･接近 -5.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 66,000

鳥取（県） 7－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

6,011,223

-

③純収益

⑧収益価格 11,718,818 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

32,500( 円／㎡)

％

0.9689 5.5 0.0 )(

5.57,423,014 1,411,791 665,2235,346,000 644,535

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 7－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成市街地により再調達原価の把握が困難なため適用しない。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



7－ 宅地-45鳥取（県）

)

２０７０３（収
）

２０７０３（収
） －

－

2

－1

近商
準防

80.0

100

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1

2

1

2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
15.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

店舗兼事務所

361

440.00220.00

周辺の土地利用、賃貸需給動向・標準地の規模等を
勘案して判定。１階店舗、２階事務所。

87.5 周辺類似建物等の有効率を参考とした

90 200 200

220.00 85.0 187.00
1,007,5563.0

1,796 335,852
～

440.00 385.00 642,752
1,928,256

7,713,024642,752

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

18,5111,928,256

3

0

7,423,014 20,562

％

＝×

20.0 18.0

２

⑤公法上の規制等

県道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

1,538

1,831

100

100

( )

1,542

1,800

1,796

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100100

95.0

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,653

100

100 100

100

100 100

100

100

95.0

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

87.5

220.00 90.0 198.00
920,7003.0

1,550 306,900
～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

1,739(

1,740

Ｓ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

店舗

事務所

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠 沿道サービス施設地であり、計上しない。

円/㎡ 385.00 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金等により担保されており計上せず。 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

308,521

4.07,713,024

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円7,404,503

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0％×

＝0.3400円× 96.0％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 190,400

円

円

円

円

円

円

円

330,000

231,391

528,000

66,000

66,000

0

％50.0

0.5×66,000,000

3.0×7,713,024

査定額

66,000,000 × 16.00× ／ 1000

66,000,000

0.10

× 0.10

66,000,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.5

40

30

0.0

35

15

0.5 年 0.9689

円5,346,000

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

6,011,223

5,346,000

665,223

644,535

1,785

7,423,014

1,411,791

(

(経費率 円/㎡)

32,500

19.03,911

440.00150,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

1,411,791

66,000,000

0.0810

14,809

5.5

11,718,818

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

7－ 宅地-55鳥取（県）

％ 年30 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0650 40 0.0996 30％＋

仕上部分

×0.0837 30



鳥取市福部町海士字西ノ野１８番１３

低層店舗地

店舗、営業所等が見
られる県道沿いの商
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北150 300 100 100 低層店舗地

-

（都）(70,400)

旧郡部・郡部の商業地域においては、新規資本の投入は少なく、
総じて需要は低調である。

交通量減少の影響が継続しており、土地需要は弱い。

個別的要因に特段の変動はない。

対象基準地は鳥取市福部町の路線商業地域に所在し、主たる需要者は周辺の取引価格水準に着目して意思決定を行うため、
比準価格の規範性は高い。なお、自用の店舗等が殆どで賃貸市場の熟成度は低く、収益価格の試算はできない。また、既成
宅地のため積算価格の試算はできない。したがって、比準価格の試算過程を再吟味した結果、これを妥当と判断し、鑑定評
価額を標記のとおり決定した。

［

［

店舗
Ｗ１

交通量減少の影響を受け、今後も緩やかな衰退傾向にて推移していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 20,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

福部駅
西 2.2km

福部
2.2km

(8)

北西15m県道

（都）
(70,400)

（その他）　　　　

店舗が点在する県道沿いの
商業地域

１５ｍ　県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

363

( )

⑨法令上の規制等

台形
1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

19,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.5％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 7月 1日 正常価格

令和 2年 7月 15日令和 2年 7月 1日

7,080,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 19,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏を、鳥取市福部町及び隣接の岩美郡岩美町の幹線道路沿い等に商業地域または商住混在地域が存する圏域と判定
した。主たる需要者は地縁的選好性を有する同一需給圏内の個人事業者・中小法人等が想定されるが、旧郡部・郡部におけ
る事業用地に対する需要は弱く、対象基準地の属する不動産市場は弱含んでいる。事業形態等により取引規模・取引事情等
が多様であるため、需要の中心となる価格帯は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 8－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

8 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

印氏名



15,636

19,373

16,266

16,256

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ台
形

不整形

ほぼ台
形

ほぼ長
方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

限定価
格

正常

（都）
(70,400)

（都）
(70,400)

（都）
(70,400)

（都）
(70,360)

更地

建付
地

更地

建付
地

北西11m市道､
南7m
角地

北西17m県道
中間画地

北12m県道
中間画地

南西6m市道
中間画地

14,720 19,70019,742

14,882 19,80019,789

20,102 19,60019,598

14,778 19,00018,968

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

90.0

/

100

79.2

97.9

83.0

85.7

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７１
０３

17-

（ ）

２０７１
０３

21-

（ ）

２０７１
０３

22-

（ ）

２０７０
３１

3-

（ ）

-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

90.0［

10095.6［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

81.0［

10094.9［ ］

100

［ ］120.0［ ］

100

［ ］

100

100［

10097.1［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

90.0［

10099.0［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100

［

100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

-20.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.13

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-10.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.00.0 交通･接近 0.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.13

交通･接近街路

画地

％／月

-19.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+1.0 -5.00.0 交通･接近 +2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.13

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 -17.00.0 交通･接近 +1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-10.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-6.0 -7.00.0 交通･接近 -2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 19,500

鳥取（県） 8－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

旧福部村の路線商業地域であり、賃貸需要が殆どなく、賃貸市場が未成熟であるため。

-

③純収益

⑧収益価格 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

( 円／㎡)

％

)(

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 8－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地であり、再調達原価の把握が困難であるため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



鳥取市用瀬町用瀬字屋敷下側中３８０番

低層店舗兼住宅地

小売店舗，一般住宅
等が混在する古くか
らの商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北150 100 100 150 低層店舗兼住宅地

-

都計外

コロナウイルス感染が国内及び国際的に大きな影響を与え、終息
は見通せない。短期間で不動産市場の混乱の程度は充分に把握で
きない。

旧町部で過疎化、高齢化の影響で土地需要は減衰化が続いている。

個別的要因に変動はない。

比準価格は、類似地域から比較可能な取引事例を補修正して求めた価格で、市場の実態を反映している。対象標準地は用瀬
町の商業地域内で、収益価格は最有効使用及び市場参加者の観点から規範性に乏しいので適用しない。対象基準地は小売店
舗、一般住宅等が混在する古くからの商業地域に所在し、事情補正を含まず、取引市場の実態を反映した比準価格を採用し、
鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｓ２

店舗の老朽化、後継者不足で町並みの更新が遅れており、顧客吸引力が落ち、かつての町の中心的商業地域としての地位の
低下が続いている。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 21,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

用瀬駅
南西 250m

用瀬
250m

(8)

南東7m県道

都計外

（その他）　　　　

旧役場も存する町の中心的
地域

７ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

284

( )

⑨法令上の規制等

1:7.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

7.0  ｍ、　奥行　約 43.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

20,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.4％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 7月 1日 正常価格

令和 2年 7月 17日令和 2年 7月 1日

5,820,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 20,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は用瀬町の圏域。需要者の中心は用瀬町内の個人。近年における市場の需給動向は、少子化等及び鳥取市への消
費者の流出の影響が響き収益性の顕著な低下により需給はかなり弱含み。総額面における需要の中心は、土地では５００万
円前後であるが小規模資本によるものが多く、賃貸の需要はほとんどない。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 9－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

9 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

印氏名



18,550

18,816

20,569

25,979

25,505

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

長方形

ほぼ長
方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

都計外

都計外

都計外

都計外

都計外

建付
地

建付
地

建付
地

更地

更地

南西5m市道
中間画地

南東6m市道､北
東6m
角地

南東1m市道
中間画地

西8m市道､北6m
角地

西8m市道
中間画地

18,727 21,00020,984

13,051 19,80019,785

17,194 22,30022,285

27,221 20,90020,900

25,711 20,50020,519

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

95.0

60.0

90.0

/

/

88.4

95.1

92.3

124.3

124.3

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
３３

32-

（ ）

２０７０
３３

33-

（ ）

２０７０
３３

28-

（ ）

２０７０
８１

64-

（ ）

２０７０
８１

65-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10094.1［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

103.0［

10089.1［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

90.0［

10096.9［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

103.0［

10098.3［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10099.2［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

-7.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.21

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-3.00.0 交通･接近 -2.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.21

交通･接近街路

画地

％／月

+3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 -3.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.21

交通･接近街路

画地

％／月

-10.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-10.0 -5.00.0 交通･接近 +8.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.21

交通･接近街路

画地

％／月

+3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+1.5 +25.00.0 交通･接近 -2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.21

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+1.5 +25.00.0 交通･接近 -2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 20,500

鳥取（県） 9－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

最有効使用及び市場参加者の観点から収益還元法は規範性に乏しいので適用しない。

-

③純収益

⑧収益価格 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

( 円／㎡)

％

)(

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 9－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成市街地により再調達原価の把握が困難なため適用しない。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



鳥取市正蓮寺字法花寺４６番４外

低層店舗地

飲食店や事業所等が
建ち並ぶ県道沿いの
商業地域

6

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 300 100 低層店舗地

-

準工(60,200)
特別用途地区

郊外型店舗においては、飲食店舗が多く、より濃くコロナの影響
が見受けられる。

コロナ下におけるステイホームの習慣が定着し始めており、客足
の戻りが遅い様である。

特になし。

自用目的での取引が主で、周辺の地域等において信頼性のある取引事例が収集できた。一方標準地は、自用店舗での営業が
中心であるため、賃貸物件は少なく、賃貸市場の成熟度は低い。また、郊外型店舗はコロナの影響を強く受け、家賃に対す
る減額要請が強く、収益価格が実態を正常に反映しているかという点について疑問が残る。従って、比準価格を標準とし、
収益価格を参考程度に留め、指定基準地との検討も踏まえた上で鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗
Ｗ１

商業地域としてほぼ熟成しており、現況のまま推移していくものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 55,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅
南東 3.4km

鳥取
3.4km

(8)

北東12m県道

準工
(60,200)

（その他）　　　　
特別用途地区

飲食店舗・事業所等が建ち
並ぶ路線商業地域

１２ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

1,710

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

30.0  ｍ、　奥行　約 60.0  ｍ、　規模 1,800  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

54,000 円／㎡

31,900 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.8％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

53,800

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

鳥取（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+5.0

+5.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

60,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

110.3 ］

98.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 6月 18日 正常価格

令和 2年 7月 9日令和 2年 7月 1日

92,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 54,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、旧鳥取市郊外の商業地域が存する圏域。需要者の中心は小売業・飲食業等の個人・法人事業者であるが、全
国的若しくは広域的に店舗展開している法人事業者が目立つ。鳥取市内でも数少ない商業集積地であり、商圏も広いが、最
近のコロナの影響により、やや陰りが見え始めている。取引については、面積がまちまちであり、中心となる価格帯はを見
いだすのが困難な状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 10－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

10 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

印氏名



56,656

49,805

58,774

53,511

60,793

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ長
方形

ほぼ整
形

ほぼ整
形

台形

ほぼ整
形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

知人間
取引

正常

正常

正常

正常

準工
(70,200)
特別用途地区

準工
(60,200)
特別用途地区

２中専
(70,200)

１住居
(60,200)

１住居
(70,200)
準防

建付
地

建付
地

建付
地

更地

更地

東21m県道､北
7m
角地

北東20m県道
中間画地

西15m市道､北
東6m
二方路

南西12m県道
中間画地

南西23m県道
中間画地

37,478 54,50054,477

42,334 53,70053,727

61,087 58,90058,892

52,100 51,10051,109

61,959 51,70051,651

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

90.0

85.0

100

/

/

104.0

92.7

99.8

104.7

117.7

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７１
０１

80-

（ ）

２０７１
０１

66-

（ ）

２０７１
０１

11-

（ ）

２０７０
８１

2-

（ ）

２０７１
０１

20-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］70.0［ ］

100

［ ］

100

105.0［

100100［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

103.0［

10099.1［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

96.0［

10098.6［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.0［

10099.1［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

0.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

0.00

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

+5.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 +4.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -10.00.0 交通･接近 +3.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

+3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-5.0 +5.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-4.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-5.0 +7.00.0 交通･接近 +3.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +10.00.0 交通･接近 +7.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 54,000

鳥取（県） 10－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

19,226,055

-

③純収益

⑧収益価格 54,479,582 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

31,900( 円／㎡)

％

0.9689 5.5 0.0 )(

5.523,781,081 4,555,026 3,092,55516,133,500 2,996,377

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 10－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地化しているため、再調達原価の把握が困難。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



10－ 宅地-45鳥取（県）

)

２０７０５（収
）

２０７０５（収
） －

－

8

－7

準工
特別用途地区

98.0

103.0

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1

2

1

2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
12.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

店舗兼事務所

1,710

1,368.00684.00

フロア貸し 90.0 査定による

60 200 200

684.00 90.0 615.60
3,407,3463.0

1,845 1,135,782
～

1,368.00 1,231.20 2,059,182
6,177,546

24,710,1842,059,182

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

59,3046,177,546

3

0

23,781,081 13,907

％

＝×

30.0 57.0

２

⑤公法上の規制等

県道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

1,585

1,764

100

100

( )

1,642

1,850

1,845

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

95.0100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,954

100

100 100

95.0

100 100

100

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

90.0

684.00 90.0 615.60
2,770,2003.0

1,500 923,400
～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

1,850(

1,912

Ｓ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

店舗

事務所

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 1,231.20 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金により担保されている 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

988,407

4.024,710,184

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円23,721,777

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0 ％×

＝0.3400円× 96.0 ％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 738,720

円

円

円

円

円

円

円

1,025,000

741,306

1,640,000

205,000

205,000

0

％50.0

0.5×205,000,000

3.0×24,710,184

査定額

205,000,000 × 16.00× ／ 1000

205,000,000

0.10

× 0.10

205,000,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.5

40

30

0.0

35

15

0.5 年 0.9689

円16,133,500

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

19,226,055

16,133,500

3,092,555

2,996,377

1,752

23,781,081

4,555,026

(

(経費率 円/㎡)

31,900

19.22,664

1,368.00150,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

4,555,026

205,000,000

0.0787

9,435

5.5

54,479,582

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

10－ 宅地-55鳥取（県）

％ 年30 24③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0650 40 0.0996 30％＋

仕上部分

×0.0760 30



鳥取市興南町９５番３

低層事務所兼住宅地

事務所、事業所、住
宅、アパート等が混
在する地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北200 300 200 200 低層事務所兼住宅地

-

準工(60,200)
特別用途地区

コロナの影響により、飲食店のみならず、物品販売店でも人出の
減少により、影響を受けている。

市街地に近い混在地域であり、事務所、住宅等用途も多様化して
おり、需要は堅調である。

特になし。

自用目的での取引が主で、近接した地域等において信頼性のある取引事例が収集できた。一方標準地は、自用事務所での営
業が中心であるため、賃貸物件は少なく、賃貸市場の成熟度は低い方である。その上、現在コロナの影響を受け、一時的に
減額しているケースもあり、正常な収益性を反映しているとは言い難い。従って、比準価格を標準とし、収益価格を参考程
度に留め、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

事務所
Ｓ３

特に変動要因も見当たらないことから、今後も現況のままで推移していくものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 58,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅
南東 1.2km

鳥取
1.2km

(8)

東8m市道

準工
(60,200)

（その他）　　　　
特別用途地区

住宅・事務所・事業所等の
混在する地域

８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

383

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

18.0  ｍ、　奥行　約 22.0  ｍ、　規模 400  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

58,000 円／㎡

32,200 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 6月 18日 正常価格

令和 2年 7月 9日令和 2年 7月 1日

22,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 58,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

46,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、ＪＲ山陰本線「鳥取駅」の南及び南西方において商住混在地域が存する圏域。需要者の中心は個人及び法人
事業者並びに個人需要者である。地域内には、事務所・事業所の他に一般住宅等も混在しており、それを反映して需要も多
様化している。従って、需要の中心となる価格帯もまちまちであり、把握が難しい状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 11－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

11 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

印氏名



56,680

57,298

59,590

56,240

58,863

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

不整形

ほぼ長
方形

長方形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

準工
(60,200)
特別用途地区

準工
(60,200)
特別用途地区

準工
(60,200)

準工
(70,200)

準工
(60,200)

建付
地

建付
地

更地

建付
地

更地

南西6m市道
中間画地

北東8m市道
中間画地

南東8.5m市道
中間画地

南西8m市道､北
西6m
角地

北西9m市道
中間画地

51,423 58,40058,433

54,433 57,30057,298

60,782 59,60059,590

59,562 58,00057,979

60,496 57,70057,709

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

90.0

100

/

100

/

97.0

100

100

97.0

102.0

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７１
０１

31-

（ ）

２０７０
５２

17-

（ ）

２０７０
５３

18-

（ ）

２０７０
５３

15-

（ ）

２０７０
５３

17-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10099.2［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

95.0［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

102.0［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

104.0［

10098.2［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10097.3［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

-2.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.10

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.00.0 交通･接近 +1.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

-5.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

+4.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -3.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+1.0 0.00.0 交通･接近 +1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 58,000

鳥取（県） 11－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

7,491,607

-

③純収益

⑧収益価格 12,350,909 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

32,200( 円／㎡)

％

0.9672 5.5 0.0 )(

5.59,202,684 1,711,077 702,3376,789,270 679,300

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 11－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地化しているため、再調達原価の把握が困難。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



11－ 宅地-45鳥取（県）

)

２０７０５（収
）

２０７０５（収
） －

－

6

－9

準工
特別用途地区

105.0

120.0

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1

2

3

1

2

3

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
8.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

事務所

383

573.00191.00

フロア貸し 83.3 査定による

60 200 200

191.00 80.0 152.80
831,9963.0

1,815 277,332
～

573.00 477.50 796,852
2,390,556

9,562,224796,852

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

22,9492,390,556

3

0

9,202,684 24,028

％

＝×

18.5 20.5

３

⑤公法上の規制等

市道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

2,222

1,986

100

100

( )

2,294

1,820

1,815

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

110.0100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,656

100

100 100

105.0

100 100

100

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

83.3

191.00 85.0 162.35
827,9853.0

1,700 275,995
～

191.00 85.0 162.35
730,5753.0

1,500 243,525
～

～

～

ｍ

100 100100

( )

2,021(

2,086

ＬＳ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

事務所

事務所

事務所

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 477.50 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金により担保されている 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

382,489

4.09,562,224

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円9,179,735

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0 ％×

＝0.3400円× 96.0 ％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 177,710

円

円

円

円

円

円

円

415,500

286,867

664,800

83,100

83,100

0

％50.0

0.5×83,100,000

3.0×9,562,224

査定額

83,100,000 × 16.00× ／ 1000

83,100,000

0.10

× 0.10

83,100,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.5

40

25

0.0

30

15

0.5 年 0.9672

円6,789,270

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

7,491,607

6,789,270

702,337

679,300

1,774

9,202,684

1,711,077

(

(経費率 円/㎡)

32,200

18.64,468

573.00145,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

1,711,077

83,100,000

0.0817

17,727

5.5

12,350,909

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

11－ 宅地-55鳥取（県）

％ 年35 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0688 40 0.0996 25％＋

仕上部分

×0.0837 35



鳥取市吉成字大曲り７７９番３９外

低層店舗地

スーパー、小売店舗
等が建ち並ぶ国道沿
いの商業地域

6

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 150 200 低層店舗地

-

準工(60,200)
特別用途地区

コロナウイルス感染が国内及び国際的に大きな影響を与え、終息
は見通せない。短期間で不動産市場の混乱の程度は充分に把握で
きない。

郊外型路線商業地域として、需要はやや減衰的である。

個別的要因に変動はない。

比準価格は事情補正を含まず比較可能な取引事例を補修正し求めた価格で、市場性を反映している。収益価格は賃貸用不動
産を想定し求めた価格で、理論的で収益性を反映しているが開差を生じた。対象基準地はスーパー、小売店舗等が建ち並ぶ
国道沿いの商業地域に所在し、市場の実態を反映した比準価格を採用し、コロナウイルスの影響で賃貸市場は不透明で、収
益価格は参考にとどめ、指定基準地との価格均衡にも考慮し鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗
Ｓ２

路線型の商業地域としてほぼ成熟し、土地需要は安定していたが、コロナウイルスの影響で土地需要の減衰化が始まってい
る。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 68,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅
南西 1.7km

鳥取
1.7km

(8)

北西15m国道

準工
(60,200)

（その他）　　　　
特別用途地区

特記すべき事項はない １５ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

494

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

17.0  ｍ、　奥行　約 30.0  ｍ、　規模 500  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

67,000 円／㎡

34,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.5％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

66,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

鳥取（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+10.0

-18.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

60,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

89.3 ］

98.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 7月 1日 正常価格

令和 2年 7月 17日令和 2年 7月 1日

33,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 67,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

54,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は鳥取市の圏域。需要者の中心は鳥取市内の法人のほか全国展開の店舗も含め県外資本も見受けられる。近年に
おける市場の需給動向は、金融緩和で需要は回復基調にあったが転換し、地価はやや減衰的である。取引規模等が多様であ
るため、需要の中心となる価格帯は見出せない。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 12－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

12 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

印氏名



65,736

81,594

77,047

65,117

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

台形

不整形

不整形

不整形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

準工
(60,200)

１住居
(80,200)
準防

準工
(60,200)

準工
(70,200)

更地

更地

更地

更地

南東15m国道
中間画地

西18m県道､北
西6m
角地

北東20m県道､
西5m
角地

北東22m県道､
南6m
角地

63,208 65,70065,736

77,572 80,80080,786

63,763 67,60067,644

47,616 67,10067,131

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

/

/

/

100

101.0

113.9

97.0

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
３３

48-

（ ）

２０７０
３１

82-

（ ）

２０７０
３１

54-

（ ）

２０７０
３１

49-

（ ）

-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

95.0［

10098.8［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

94.5［

10099.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

81.6［

10098.6［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

72.1［

10098.6［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100

［

100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

0.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.10

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-5.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 0.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

-5.5

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.00.0 交通･接近 +1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

-18.4

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +15.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

-27.9

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -2.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 67,000

鳥取（県） 12－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

6,411,074

-

③純収益

⑧収益価格 17,050,418 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

34,500( 円／㎡)

％

0.9689 5.5 0.0 )(

5.57,861,638 1,450,564 967,8745,443,200 937,773

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 12－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成市街地により再調達原価の把握が困難なため適用しない。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



12－ 宅地-45鳥取（県）

)

２０７０５（収
）

２０７０８（収
） －

－

2

－6

準工
特別用途地区

105.0

115.0

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1

2

1

2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
15.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

店舗兼事務所

494

395.20197.60

１階フロア貸し店舗、２階フロア貸し事務所を想定 100.0 外階段のため

60 200 200

197.60 100.0 197.60
1,093,7163.0

1,845 364,572
～

395.20 395.20 680,732
2,042,196

8,168,784680,732

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

19,6052,042,196

3

0

7,861,638 15,914

％

＝×

16.0 31.0

２

⑤公法上の規制等

国道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

2,021

1,887

100

100

( )

2,086

1,850

1,845

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100100

95.0

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,802

100

100 100

100

100 100

80.0

100

95.0

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

197.60 100.0 197.60
948,4803.0

1,600 316,160
～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

1,697(

1,745

Ｓ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

店舗

事務所

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 395.20 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金等により担保されており計上せず。 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

326,751

4.08,168,784

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円7,842,033

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％96.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0％×

＝0.3400円× 96.0％×

1.00

円

円× 4.0 ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 264,700

円

円

円

円

円

円

円

268,800

245,064

537,600

67,200

67,200

0

％50.0

0.4×67,200,000

3.0×8,168,784

査定額

67,200,000 × 16.00× ／ 1000

67,200,000

0.10

× 0.10

67,200,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.5

40

30

0.0

35

15

0.5 年 0.9689

円5,443,200

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

6,411,074

5,443,200

967,874

937,773

1,898

7,861,638

1,450,564

(

(経費率 円/㎡)

34,500

18.52,936

395.20170,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

1,450,564

67,200,000

0.0810

11,019

5.5

17,050,418

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

12－ 宅地-55鳥取（県）

％ 年30 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0650 40 0.0996 30％＋

仕上部分

×0.0837 30



鳥取市伏野字屋敷ノ壱１０７４番４外

低層店舗地

店舗、住宅等が混在
する海岸近くの国道
沿い地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北350 200 50 50 低層店舗地

-

「調区」(70,400)

競争力が劣る郊外の路線沿い地域の土地価格は下落傾向にある。

鳥取西道路の完成により、将来の不確実性が影響している。

個別的要因に特段の変動はない。

対象基準地は郊外の国道沿線地域に所在し、主たる需要者は周辺の取引価格水準に着目して意思決定を行うため、類似の取
引事例から求めた比準価格の規範性は高い。なお、収益用不動産が殆どなく、賃貸市場の熟成度は低いため、収益価格の試
算はできない。また、既成宅地のため積算価格の試算はできない。したがって、比準価格の試算過程を再吟味した結果、こ
れを妥当と判断し、鑑定評価額を標記のとおり決定した。

［

［

店舗
Ｗ２

郊外の海岸沿いを通る国道沿線地域であるが、鳥取西道路の完成により交通量が大きく減少し、将来の不確実性が影響して
いる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 21,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

末恒駅
北西 800m

末恒
800m

(8)

南11m国道

「調区」
(70,400)

（その他）　　　　

海岸沿いの国道沿線地域 １１ｍ　国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

761

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 30.0  ｍ、　規模 750  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

20,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.7％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 7月 1日 正常価格

令和 2年 7月 15日令和 2年 7月 1日

15,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 20,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏を、鳥取市のうち千代川以西の市街化調整区域に店舗、事業所等も見られる地域と判定した。対象基準地周辺は
店舗、事業所、一般住宅等が混在する地域で、主たる需要者は事業目的の法人及び個人事業者、居住目的の個人等が想定さ
れる。鳥取西道路の完成により交通量は減少し、さらに居住目的の需要も弱く、厳しい環境にある。取引目的により規模・
事情等が多様であるため、需要の中心となる価格帯は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 13－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

13 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

印氏名



20,657

14,668

19,554

29,971

23,078

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

不整形

ほぼ台
形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

不整形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

限定価
格

「調区」
(80,400)

「調区」
(70,300)

「調区」
(70,400)

「調区」
(70,400)

「調区」
(70,400)

建付
地

底地

建付
地

建付
地

更地

北11m国道､南
4m
二方路

北5m市道
中間画地

南8m県道
中間画地

南8.5m市道
中間画地

北12m国道
中間画地

10,285 20,70020,657

14,850 20,60020,572

18,106 20,80020,780

30,677 20,80020,770

30,244 21,00020,980

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

70.0

/

90.0

100

/

100

71.3

94.1

144.3

110.0

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７１
０１

53-

（ ）

２０７１
０３

11-

（ ）

２０７１
０３

12-

（ ）

２０７１
０３

13-

（ ）

２０７１
０３

14-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

70.7［

10099.4［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

98.0［

10096.8［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10097.2［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10097.7［ ］

100

［ ］130.0［ ］

100

［ ］

100

100［

10099.2［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

0.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.10

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-29.3

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 0.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-5.0 -25.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 -4.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 +43.00.0 交通･接近 +3.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.07

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +10.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 20,700

鳥取（県） 13－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )10,395

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

賃貸需要が殆どなく、賃貸市場が未成熟であるため。

-

③純収益

⑧収益価格 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

( 円／㎡)

％

)(

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 13－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地であり、再調達原価の把握が困難であるため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ


